
事務事業No 事業名 [事業基本情報]

42 管理経費 ○

分野別目標 6 ○ 法定受託事務

政 策 5

施 策 1

取 組

継続 主な事務事業

事業実施の根拠法令

関連個別計画 「３つのキーワード」との関連性

担当課・担当課長（Tel） 有馬　専至（435-1015） いのちを守る ふるさと力を高める 該当せず

関連課

１　事業概要及び実施内容

事
業
概
要

２　事業コスト

予算 決算 予算 決算 予算 決算 決算 計画 決算

649 445 901 4,065 5,056 4,706 7,562 3,064

- - 38.8% 461.2% 0.0%

10,346 14,388 14,419 15,567 21,750 24,266 29,296 24,266

10,346 14,388 14,419 15,567 21,750 24,266 29,296 24,266

649 445 901 4,065 5,056 4,706 7,562 3,064
1.35 1.88 1.88 2.06 2.88 3.21 3.95 3.21

３　目標及び実績
平成21年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

年度目標値 1 1

実績値 1

全体目標値 1 全体目標達成度 100.0% 年度別達成度 100.0%

年度目標値 35 39 42 44

実績値 41 43 48

全体目標値 45 全体目標達成度 95.5% 年度別達成度 117.0% 110.3% 114.3%

年度目標値 0 100 100 100

実績値 0 0 0

全体目標値 100 全体目標達成度 0.0% 年度別達成度 0.0% 0.0% 0.0%

年度目標値

実績値

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度

116.2%単位

3.21

実
施
内
容

中核市市長会等を通じた地方
分権に係る要望活動の実施
地方分権制度に係る調査研究
県市政策連携会議の推進

中核市市長会等を通じた地方
分権に係る要望活動の実施
地方分権制度に係る調査研究
県市政策連携会議の推進

中核市市長会等を通じた地方
分権に係る要望活動の実施
（「原子力発電所事故に係る
要望」、「社会保障と税の一
体改革に関する提言」、「社
会保障・税一体改革の推進に
当たっての提言」等）

地方分権制度に係る調査研究
（「権限移譲検討プロジェク
ト（地域主権の確立に向けた
権限移譲のあり方につい
て）」等）

県市政策連携会議の推進

中核市市長会等を通じた地方分
権に係る要望活動の実施
（「国の施策及び予算に関する
提言」、「地方分権時代の中核
市における権限移譲のあり方に
関する提言」、「中核市財政の
実態に即した財源の拡充に関す
る提言」、「地域自律に向けた
地方制度の抜本的な見直しを求
める提言」等）

地方分権制度に係る調査研究
（「権限移譲検討プロジェクト
（地域主権の確立に向けた権限
移譲のあり方について）」等）

事
業
費
 
千
円

37

43

0

主な予算内訳

国庫支出金

人件費

常勤職員

非常勤職員

平成25年度

計画

県支出金

24,266

-39.4%

24,266

件

小計

伸び率（％）

活
動
指
標

事業費 3,064

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

そ の 他
3,064一般財源（税等）

市　　債

平成22年度

所要人数
常勤職員

非常勤職員

中核市に教職員の人事権移譲を求めるため、中核市市長会で要望活動をする（累
計）

県市政策連携会議における連携提案数（累計）

指標名及び達成状況

単位 回

成
果
指
標

和歌山市が要望する権限移譲の実現率

単位 ％

単位

0

0.0%

事業進捗管理シート

地方分権推進事業
事業区分(1)

事業経費

その他

地方分権・広域行政への対応

基本計画の推進

その他

○

款

事業種別

事業区分(2)
自治事務

地方分権・広域行政への対応

総務管理費

目 企画調整費

一般会計

総務費

会計・
予算区分

会計

平成２５年度

地方分権推進事業事項

事業期間 ～ 大事業

項

企画調整事業

平成２３年度 平成２４年度平成２１年度 平成２２年度

人と文化を育てる

事業目的（「誰・何」をどういう状態にする」ための事業か) 事業内容
中核市市長会に参画し、中核市制度や地方分権等に関する調査・研究、国や関係機関に要望活動を
行う。
県市政策連携会議では、県市が相互に連携して解決を図るべき重要な政策課題について連携実現等
に向けた具体的な課題の整理や進め方の方向性の議論や協議及び協力要請等を行う。

住民にもっとも身近な基礎自治体として、与えられた権限を活
かし住民の生活に密着した行政サービスを行う一方で、地域の
拠点都市にふさわしい都市づくりに取り組むなど、真の地方分
権型社会の実現を目指す。

企画課

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 対象外

○
評価年度


